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（1）事務事業の概要

 事業期間
□単年度のみ
□単年度繰返 （ 年度～　）
■期間限定複数年度

（ 年度～ 年度　）

（２）事務事業の指標
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（３）事務事業のコスト

２　事後評価 【SEE】

雲南市（R04年3月改正版）ver.2.0

① 事業実績
における成果

農地の荒廃防止や地域環境の保全につながるとともに、地域ぐるみで農業を考える契機になった。

② 事業実施
するうえでの
課題

人口減少や高齢化により集落機能が低下している。集落協定の広域化や地域自主組織との連携を通じ
て、集落の機能強化並びに持続可能な体制構築が求められる。

③ 課題解決
に向けた改革
改善等

第５期は令和２年度～令和６年度までの５年間を対象に、これまでの事業内容を継続しながら集落の広域
化又は地域自主組織との連携等加算措置が設けられるなど、制度の見直しが行われた。
集落内での活動を検討し実践することで、地域環境保全となるため、事業の継続が必要である。

72,971 72,286 70,937 72,686

291,233 289,216 283,747 290,741千円

R3年度(決算) R4年度(決算) R5年度(決算) R6年度(計画)

218,262 216,930 212,810 218,055

① 事業費の内訳 （R5年度決算）
■交付金額
　283,747千円(国1/2・県1/4・市1/4）
　内）基本　252,681千円
　　　加算　　31,066千円
■集落協定数
　155集落協定、2個別協定

② コストの推移 単位

財
源
内
訳

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円

事業費計

(実績) (実績) (実績) （計画）
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

157 157

1,613.0 1,613.0

協定集落の農地面積に対するカ
バー率

％ 43.0 43.0 43.0 43.0

協定面積 ｈａ 1,622.0 1,615.0

集落協定数 数 157 157

 成果指標 単位

④ 主な活動 ⑤ これまでの改革・改善経緯
（この事務事業に関してこれまでどのような改革改善をしているか？）R5年度実績（R5年度に行った主な活動）

・取組の推進及び確認
・交付金の支払い事務
・対象農地の傾斜測量（協定農地の追加分）
・対象農地の現地確認(被災農地の確認を含む）

　集落に呼びかけ協定集落の維持や交付対象農用地の維
持に努めている。
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事務事業名 中山間地域等直接支払交付金事業 所属部 農林振興部 所属課 農業総務課

令和 5 年度事業　事後評価・決算 事務事業マネジメントシート 6 6

内田　和巳

施策名 〈34〉農業の振興
担当者名 村尾　憲一

電話番号 0854-40-1051
目
的

対
象

市内の農家

政策名 〈Ⅴ〉挑戦し活力を産みだすまち≪産業≫ 所属G 総務地域支援Ｇ 課長名

意
図

2416

予算
科目

会計 款 大事業 大事
業名

中山間地域等直接支払
制度推進事業

項

③ 事業内容（期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　耕作放棄地の増加等により農地の多面的機能の低下が特に懸念されている中山間地域等において、生産
条件が不利な農地に対して、多面的機能を維持する観点から、協定を締結した集落等に交付金を交付する
事業。
■対象地域：過疎法など９法対象地域
■対象農用地：農用地区域で制度条件を満たす傾斜地
■対象者：集落協定に基づき５年間継続して農業生産活動を行う農業者等
■実施内容：協定農地で農地の管理、多面的機能の維持増進等の活動を実施する。
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目 中事業

（内線）

・傾斜のある農地
・対象集落

・対象集落が協定を締結して集落内農地を５年間以上維持
する。

〈097〉農業基盤の整備・保全
目
的

対
象

担い手農家をはじめとする農
家

意
図

働きやすい環境で、農業の生産性が維持・向
上する。

総
合
計
画
体
系

安全・安心な農畜産物を生産するとともに、農
業所得が向上する。

基本事業
中事
業名

中山間地域等直接支払
制度交付金

１　現状把握 【DO】

① 対象（誰、何を対象にしているのか） ② 意図（対象がどのような状態になるのか）


